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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第79期

第１四半期連結
累計期間

第80期
第１四半期連結
累計期間

第79期

会計期間
自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年12月31日

売上高 (百万円) 7,966 7,492 31,529

経常利益又は経常損失(△) (百万円) 132 △305 △112

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(百万円) 234 △438 △565

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 232 △250 △686

純資産額 (百万円) 4,047 2,810 3,061

総資産額 (百万円) 25,672 26,255 25,981

１株当たり
四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(円) 5.63 △10.53 △13.59

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 4.14 ― ―

自己資本比率 (％) 15.7 10.6 11.7
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２ 第80期第１四半期連結累計期間及び第79期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については潜在

株式が存在するものの、１株当たり四半期(当期)純損失であるため、記載しておりません。

３ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　なお、前事業年度の有価証券報告書の「事業等のリスク」の中で、「重要事象等」の記載をしておりましたが、当

第１四半期連結会計期間において、シンジケートローンに参加する全ての金融機関より、期限の利益喪失の権利行使

をしない旨の同意を得ており、既に当該重要事象等を解消するための対応策を実施したことから、継続企業の前提に

関する重要な疑義を生じさせるような事象又は状況は解消しております。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日～平成27年３月31日)のわが国経済は、政府や日銀の経済政策・金融

政策による効果がみられましたが、消費税増税による影響や円安による原材料価格の上昇、電力料の値上げ、中国及

び新興国経済の成長鈍化など先行き不透明な状況が続いております。

当社の主要分野である車載関連におきましては、海外において需要が拡大しているものの、国内においては消費税

増税の影響で前年同期に比べ需要が減少しております。

このような状況の中で当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、連結売上高74億９千２百万円（前年同

四半期比6.0％減）、連結営業損失１億１千１百万円（前年同四半期は連結営業利益３億１千８百万円）、連結経常

損失３億５百万円（前年同四半期は連結経常利益１億３千２百万円）、連結四半期純損失４億３千８百万円（前年同

四半期は連結四半期純利益２億３千４百万円）となりました。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

コンデンサ事業におきましては、欧米車載関連顧客への売上が引き続き増加していることから、連結売上高は32億

１千２百万円（前年同四半期比5.1％増）となり、需要が拡大してきている車載向け耐振動製品生産設備の増設及び

マレーシア工場のリノベーション投資を進めております。損益面では、主要生産拠点の通貨であるバーツがドルに対

し上昇している影響等があるものの連結営業利益２億９千６百万円（前年同四半期比3.9％減）となりました。

プリント回路事業におきましては、日本における自動車の生産減少により受注が前年同期に比べ減少したことか

ら、連結売上高42億５千９百万円（前年同四半期比12.9％減）、連結営業損失４億１千４百万円（前年同四半期は連

結営業利益４百万円）となりました。

　プリント回路事業の早期収益改善を図るため海外工場においては、生産性・品質改善のための主要設備の更新・改

造を実施することに加え動線改善のための工場リノベーションを開始しており、コスト競争力のあるグローバルな生

産体制の構築を進めております。国内においても2015年度末までに人員の20％削減、ＴＣＲ活動の拡大、製販連携に

よる原価低減活動強化等によるコスト力強化を進めております。また、今後の事業拡大に向けた車の予防安全機能に

使用される基板の拡充、インド市場における双日プラネット株式会社との事業展開、中国企業との通信系車載基板向

けの高多層基板の提携等が順調に進みだしております。
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（２）財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ流動資産が５億２百万円増加し、固定資産が２

億２千８百万円減少した結果、262億５千５百万円となりました。この主な要因は、現金及び預金の増加５億３百万

円、有形固定資産の減少１億９千３百万円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ流動負債が９億８千２百万円増加し、固定負

債が４億５千７百万円減少した結果、234億４千４百万円となりました。この主な要因は、支払手形及び買掛金の減

少１億８千４百万円、借入金の増加10億２千万円によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、四半期純損失の計上などにより、前連結会計年度末に比べ２億５千万円

減少し、28億１千万円となりました。なお、自己資本比率は前連結会計年度末の11.7％から10.6％となりました。

 
（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は７千万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 67,800,000

Ａ種優先株式 15,000,000

計 82,800,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年５月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 41,641,458 41,641,458
東京証券取引所
（市場第二部）

(注) １

Ａ種優先株式 15,000,000 15,000,000 ― (注) ２

計 56,641,458 56,641,458 ― ―
 

(注)１ 普通株式は、全て議決権を有しており、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であり、単

元株式数は1,000株であります。また、提出日現在発行数には、平成27年５月１日からこの四半期報告書提出

日までの新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。

２  Ａ種優先株式の内容は以下のとおりであります。

(１) 単元株式数  1,000株

(２) Ａ種優先配当金

(イ) 当会社は、剰余金の配当をするときは、当該配当の基準日の最終の株主名簿に記載または記録された

Ａ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」という。）またはＡ種優先株式の登録株式質権

者（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対し、同日の最終の株主名簿に記載または記録

された当会社の普通株式（以下、「普通株式」という。）を有する株主（以下、「普通株主」とい

う。）または普通株式の登録株式質権者（以下、「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種

優先株式１株につき２円（以下、「Ａ種年間優先配当額」という。）に、当該基準日が属する事業年

度の初日（同日を含む。）から当該配当の基準日（同日を含む。）までの日数を乗じ365（当該事業年

度が閏年の場合には366とする。）で除して得られる割合を乗じた額の配当（以下、「Ａ種優先配当」

という。）をする。ただし、すでに当該事業年度に属する日を基準日とするＡ種優先配当をしたとき

は、かかるＡ種優先配当の累積額を控除した額とする。

(ロ) ある事業年度において、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してした剰余金の配当の額

がＡ種年間優先配当額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(ハ) Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種年間優先配当額を超えて剰余金の配当

をしない。ただし、当会社が吸収分割をする場合において会社法（平成17年法律第86号）第758条第８

号ロもしくは同法第760条第７号ロに規定する剰余金の配当をするとき、または当会社が新設分割をす

る場合において同法第763条第12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定する剰余金の配当を

するときに、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対してＡ種年間優先配当額を配当した後

に、普通株主または普通登録株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同時に、Ａ種優先株主

またはＡ種優先登録株式質権者に対して、Ａ種優先株式１株当たり、普通株式１株当たりの剰余金の

配当額と同一額の配当をする。

(３) 残余財産の分配

当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主または

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき100円を支払う。Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株

式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。
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(４) 議決権

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めがある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。なお、議決権

に差異を設けた理由は、当社の資金調達手段の選択肢を広げるためである。

(５) 転換請求権

Ａ種優先株主は、下記の転換請求期間中、下記に定める転換の条件で、当会社に対して、Ａ種優先株式を取

得することを請求することができるものとし、当会社は、Ａ種優先株主が取得の請求をしたＡ種優先株式を

取得するのと引換えに、当会社の普通株式を当該Ａ種優先株主に対して交付する（以下「転換」という。）

ものとする。

① 転換請求期間

Ａ種優先株式の転換を請求し得べき期間（以下、「転換請求期間」という。）は、平成18年10月１日か

ら平成28年３月31日までとする。

② 転換の条件

(ア) 当初転換価額

当初転換価額は、100円とする。

(イ) 転換価額の調整

（ａ） 以下の(ⅰ)ないし(ⅳ)のいずれかに該当する場合には、転換価額を次に定める算式（以

下、「転換価額調整式」という。）により調整し、以下の(ⅴ)に該当する場合には、転換

価額を(ⅴ)に定めるところに従い調整する。転換価額調整式を用いる計算については、円

位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切り上げる。
 

     
(既発行普通株式数－自己株式数) ＋

新規発行

普通株式数
×
１株あたりの

払込金額

調整後

転換価額
＝
調整前

転換価額
×

１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数
 

 

(ⅰ) 転換価額調整式に使用する時価を下回る金額をもって普通株式を発行または当会社が保有

する普通株式（以下、「自己株式」という。）を処分する場合（無償割当ての場合を含む

が、普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に

付されたものを含む。以下本(イ)において同じ。）の取得による場合または普通株式を目

的とする新株予約権の行使による場合を除く。）

調整後の転換価額は、払込期日（払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。無償

割当ての場合にはその効力が生じる日。以下本(ａ)において同じ。）の翌日以降、または

株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日（無償割当てにかかる基準日を

定めた場合には当該基準日。）（以下、「株主割当日」という。）がある場合はその日の

翌日以降これを適用する。なお、自己株式の処分の場合には、転換価額調整式における

「新規発行普通株式数」は「処分自己株式数」、「１株あたりの払込金額」は「１株あた

りの処分価額」、「自己株式数」は「処分前自己株式数」とそれぞれ読み替える。

(ⅱ) 株式の分割をする場合

調整後の転換価額は、株式の分割にかかる基準日の翌日以降これを適用する。なお、この

場合、転換価額調整式における「（既発行普通株式数－自己株式数）」は「既発行普通株

式数」、「新規発行普通株式数」は「株式の分割により増加する普通株式数」とそれぞれ

読み替える。

ただし、分配可能額から資本に組み入れられることを条件としてその部分をもって株式の

分割をする旨取締役会で決議する場合であり、かつ当該分配可能額の資本組入の決議をす

る株主総会の終結の日以前の日を株式の分割にかかる基準日とする場合には、調整後の転

換価額は、当該分配可能額の資本組入の決議をした株主総会の終結の日の翌日以降これを

適用する。なお、上記但書の場合において、株式分割にかかる基準日の翌日から当該分配

可能額の資本組入の決議をした株主総会の終結の日までに転換を請求した者に対しては、

次の算出方法により、当会社の普通株式を発行する。
 

 
株式数

 
＝
(調整前転換価額－調整後転換価額) ×

(調整前転換価額をもって転換により
当該期間内に発行された株式数)

調整後転換価額
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(ⅲ) 転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付と引換えに当会社に

取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当会社に対して取得を請求でき

る株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行もしくは処分する場合（無償割当ての場

合を含む。）、または権利行使により転換価額調整式に使用する時価を下回る価額をもっ

て普通株式又は普通株式の交付と引換えに当会社に取得される株式その他の証券もしくは

当会社に対して取得を請求できる株式その他の証券の交付を受けることができる新株予約

権を発行する場合（無償割当ての場合も含む。）

調整後の転換価額は、かかる株式、新株予約権もしくはその他の証券の払込期日（新株予

約権の場合は割当日。以下本(ａ）において同じ)に、無償割当ての場合にはその効力が生

じる日（無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下本(ａ)において同

じ。）に、また、株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式、新株予

約権、またはその他の証券の全てが当初の条件で取得又は行使等され普通株式が交付され

たものとみなし、その払込期日の翌日以降、無償割当ての場合にはその効力が生ずる日以

降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降これを適用する。以後の調整において

は、かかるみなし株式数は、実際に当該取得または新株予約権の行使がなされた結果発行

された株式数を上回る限りにおいて既発行の普通株式数に算入される（下記(ⅳ)も同様と

する。）。

(ⅳ) 普通株式の交付と引換えに当会社に取得される株式その他の証券もしくは当会社に対して

取得を請求できる株式その他の証券の交付を受けることができる新株予約権または普通株

式を目的とする新株予約権であって、取得の価額または新株予約権の行使に際して出資さ

れる財産の１株当たりの価額がかかる新株予約権の割当日において確定しておらず後日一

定の日（以下、「価額決定日」という。）の価額を基準として確定されるものを発行（無

償割当ての場合を含む。）した場合において、決定された取得の価額または新株予約権の

行使に際して出資される財産の１株あたりの価額が転換価額調整式に使用する時価を下回

る場合、調整後の転換価額は、当該価額決定日に残存する当該株式の全てが転換または全

ての新株予約権が行使されたものとみなし、価額決定日の翌日以降これを適用する。

(ⅴ) 普通株式の併合をするときは、株式の併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換

価額を調整する。
 

調整後転換価額＝調整前転換価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

 

(ｂ) 上記(ａ)に掲げる場合のほか、合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式

の全部の取得、株式移転または会社の分割等その他普通株式の発行済株式数の総数（但し、

当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変更または変更の可能性を生じる事由の発生に

より転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が合理的と判断する転換価額に調整す

る。

(ｃ) 転換価額調整式に使用する１株あたりの時価とは、調整後転換価額を適用する日（但し、上

記(ａ)(ⅱ)但書の場合には当該基準日）に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所における普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示がある場合は気配表示を

含む。）の平均値（終値のない日数を除く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算

出し、その小数第１位を四捨五入する。なお、上記45取引日の間に、上記(ａ)または(ｂ)で

定める転換価額の調整事由が生じた場合には、当該平均値は、上記(ａ)または(ｂ)に準じて

取締役会が合理的と判断する値に調整される。

(ｄ) 転換価額調整式に使用する調整前転換価額は、調整後転換価額を適用する前日において有効

な転換価額とし、また、転換価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主割当日がある

場合はその日、もしくは株主割当日がない場合は調整後転換価額を適用する日の１ヶ月前の

日における当会社の発行済普通株式数とする。

(ｅ) 転換価額調整式に使用する１株あたりの払込金額とは、それぞれ以下のとおりとする。

(ⅰ) 上記(ａ)(ⅰ)の転換価額調整式で使用する時価を下回る金額をもって普通株式を発行また

は自己株式を処分する場合（普通株式の交付と引換えに取得される株式もしくは新株予約

権の取得による場合または普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合を除く。）

には、当該払込金額または処分価額（金銭以外の財産による払込みの場合にはその適正な

評価額）。なお、当該普通株式を無償割当てする場合には０円とする。

(ⅱ) 上記(ａ)(ⅱ)の株式の分割をする場合は０円
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(ⅲ) 上記(ａ)(ⅲ)の転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式の交付と引

換えに当会社に取得される株式、新株予約権もしくはその他の証券または当会社に対して

取得を請求できる株式、新株予約権もしくはその他の証券を発行もしくは処分する場合

（無償割当ての場合を含む。）、または上記(ａ)(ⅲ)で定める内容の新株予約権を発行す

る場合(無償割当ての場合を含む。)は、当該取得の価額または当該新株予約権の行使に際

して出資される財産の１株あたりの価額

(ⅳ) 上記(ａ)(ⅳ)の場合は、価額決定日に決定された取得の価額または新株予約権の行使に際

して出資される財産の１株あたりの価額

(ｆ) 転換価額調整式により算出された調整後転換価額と調整前転換価額との差額が１円未満にと

どまるときは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、その後転換価額の調整を必要と

する事由が発生し、転換価額を算出する場合には、転換価額調整式中の調整前転換価額に代

えて調整前転換価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

③ 転換により交付すべき普通株式数
 

 
転換により交付
すべき普通株式数

＝

Ａ種優先株主が転換請求のために提出した

Ａ種優先株式の発行価額の総額

転換価額
 

 

転換により交付すべき普通株式数の算出にあたっては、１株に満たない端数が生じたときは、これを切

り捨てる。

(６) 一斉転換条項

当会社は、転換請求期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日（以下、「一斉転換

基準日」という。）をもって、Ａ種優先株式１株の払込金額相当額を、一斉転換基準日において有効な転換

価額で除して得られる数の普通株式と引換えに取得する。上記の普通株式の数の算出に当たって、１株に満

たない端数が生じたときは、会社法第234条に従いこれを取り扱う。

(７) 株式の併合または分割、募集株式の割当て等

当会社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割を行わない。また、当会社は、Ａ種優先株主に対

し、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権

無償割当ては行わない。

(８) 種類株主総会の決議

種類株主総会の決議を要しない旨の定款の定めはない。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成27年１月１日～

平成27年３月31日
―

普通株式
41,641,458

優先株式
15,000,000

― 3,511 ― 498
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載することが

できないことから、直前の基準日である平成26年12月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
Ａ種優先株式

15,000,000
―

１[株式等の状況]の(1)「株式の総
数等」に記載しております。

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 22,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

41,575,000
41,575 ―

単元未満株式 普通株式 44,458
 

― ―

発行済株式総数 56,641,458 ― ―

総株主の議決権 ― 41,575 ―
 

(注) 「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式426株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
エルナー株式会社

横浜市港北区新横浜
三丁目８番11号

22,000 ― 22,000 0.04

計 ― 22,000 ― 22,000 0.04
 

 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 2,408 2,911

  受取手形及び売掛金 6,259 6,227

  商品及び製品 2,487 2,501

  仕掛品 1,627 1,664

  原材料及び貯蔵品 1,755 1,752

  その他 409 393

  貸倒引当金 △57 △57

  流動資産合計 14,890 15,393

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 3,519 3,449

   機械装置及び運搬具（純額） 2,764 2,736

   土地 2,182 2,183

   建設仮勘定 337 284

   その他（純額） 1,369 1,325

   有形固定資産合計 10,174 9,980

  無形固定資産 164 152

  投資その他の資産   

   投資有価証券 90 100

   その他 661 628

   貸倒引当金 △1 △1

   投資その他の資産合計 751 727

  固定資産合計 11,090 10,861

 資産合計 25,981 26,255
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 6,049 5,865

  短期借入金 3,977 5,731

  1年内返済予定の長期借入金 4,467 4,322

  1年内償還予定の社債 220 110

  未払法人税等 161 115

  引当金 ― 53

  その他 2,284 1,943

  流動負債合計 17,160 18,142

 固定負債   

  長期借入金 3,361 2,771

  再評価に係る繰延税金負債 155 142

  退職給付に係る負債 1,358 1,363

  その他 884 1,024

  固定負債合計 5,759 5,301

 負債合計 22,919 23,444

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,511 3,511

  資本剰余金 498 498

  利益剰余金 △448 △886

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 3,557 3,118

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 10 16

  土地再評価差額金 288 301

  為替換算調整勘定 △743 △577

  退職給付に係る調整累計額 △74 △71

  その他の包括利益累計額合計 △518 △331

 新株予約権 23 23

 純資産合計 3,061 2,810

負債純資産合計 25,981 26,255
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 7,966 7,492

売上原価 6,901 6,841

売上総利益 1,065 651

販売費及び一般管理費 746 762

営業利益又は営業損失（△） 318 △111

営業外収益   

 受取利息 0 0

 為替差益 ― 9

 材料支給益 4 6

 その他 9 6

 営業外収益合計 14 23

営業外費用   

 支払利息 127 153

 為替差損 24 ―

 その他 49 64

 営業外費用合計 201 218

経常利益又は経常損失（△） 132 △305

特別利益   

 固定資産処分益 0 0

 退職給付制度改定益 132 ―

 特別利益合計 132 0

特別損失   

 弁護士報酬等 ― ※１  101

 固定資産処分損 0 0

 特別損失合計 0 102

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

264 △407

法人税、住民税及び事業税 59 16

法人税等調整額 △28 13

法人税等合計 30 30

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

234 △438

四半期純利益又は四半期純損失（△） 234 △438
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 【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

234 △438

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △0 6

 土地再評価差額金 ― 12

 為替換算調整勘定 △1 166

 退職給付に係る調整額 ― 2

 その他の包括利益合計 △1 187

四半期包括利益 232 △250

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 232 △250

 少数株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(会計方針の変更)

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成27年３月26日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた

定めについて当第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の決

定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数とする方法から退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごと

の金額を反映した単一の加重平均割引率を使用する方法に変更いたしました。

なお、この変更に伴う期首の利益剰余金及び損益に与える影響はありません。

 
(追加情報)

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成27年法律第９号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成27年法律第２号）が平成27年３月31日に公布されたことに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算には、

改正後の税率を適用した法定実効税率を使用しております。

この税率変更に伴い、繰延税金資産（繰延税金負債を控除した額）が24百万円、退職給付に係る調整累計額が

２百万円それぞれ減少し、法人税等調整額が22百万円増加しております。また、再評価に係る繰延税金負債は12

百万円減少し、土地再評価差額金は同額増加しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

１　受取手形割引高

 
 

前連結会計年度
(平成26年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成27年３月31日）

受取手形割引高 378百万円 286百万円

うち、期末日(銀行休業日)期日
の手形で手形交換日に決済処理
した受取手形割引高

95百万円 ―百万円

 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※１　当第１四半期連結累計期間　(自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日)

弁護士報酬等（101百万円）の内容は次のとおりであります。

平成26年６月に、当社は、アルミ電解コンデンサ、タンタル電解コンデンサ及び電気二重層コンデンサの取引

に関して、公正取引委員会による立入検査を受けました。また、当社グループは米国、中国などの当局による調

査を受けており、この立入検査及び各国の当局による調査に対応するための弁護士報酬等であります。

 
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

減価償却費 385百万円 381百万円

のれんの償却額 3百万円 0百万円
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１ 配当金支払額

該当事項はありません。

 
２ 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末

日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
(注)コンデンサ プリント回路 その他 計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,055 4,892 18 7,966 ― 7,966

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,055 4,892 18 7,966 ― 7,966

セグメント利益 308 4 5 318 ― 318
 

(注)  セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

 
報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額
(注)コンデンサ プリント回路 その他 計

売上高       

  外部顧客への売上高 3,212 4,259 20 7,492 ― 7,492

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,212 4,259 20 7,492 ― 7,492

セグメント利益又は損失(△) 296 △414 6 △111 ― △111
 

(注)  セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益又は営業損失と一致しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

エルナー株式会社(E01925)

四半期報告書

17/20



 

(１株当たり情報)

 １株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び

算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
至 平成27年３月31日)

(1) １株当たり四半期純利益又は四半期純損失(△) 5円63銭 △10円53銭

(算定上の基礎)   

四半期純利益又は四半期純損失(△) 234百万円 △438百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失(△) 234百万円 △438百万円

普通株式の期中平均株式数 41,589,195株 41,619,032株

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 4円14銭 ―

(算定上の基礎)   

四半期純利益調整額 ― ―

普通株式増加数 15,000,000株 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在株式
で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの
の概要

― ―

 

(注)　当第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については潜在株式が存在するものの、１

株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

当社グループは、コンデンサ製品の取引に関し、日本の公正取引委員会並びに米国、中国などの当局の調査を受け

ており、これらに対応しております。

また、米国及びカナダにおいて、当取引に関し、CHIP-TECH,LTD.等から請求金額を特定しないまま複数のクラスア

クション（集団訴訟）が提起されております。

これらの調査・訴訟による金額的な影響を現時点で合理的に予測することは困難であります。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

第１【保証会社情報】

 

１【保証の対象となっている社債】

社債の名称 発行年月日
券面総額

(百万円)

償還額

(百万円)

当第１四半期会

計期間末現在の

未償還額

(百万円)

上場金融商品取引所又

は登録認可金融商品取

引業協会名

保証会社

エルナー株式会社

第３回無担保社債

平成24年

６月７日
1,100 990 110

上場及び登録はしてお

りません

三井住友信託

銀行株式会社
 

 

２【継続開示会社たる保証会社に関する事項】

（１）【保証会社が提出した書類】

①【有価証券報告書及びその添付書類又は四半期報告書若しくは半期報告書】

 半期報告書 第３期
自 平成26年４月１日

至　平成26年９月30日
 
平成26年11月27日
関東財務局長に提出

 

 

②【臨時報告書】

 臨時報告書
企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号(代表取締役の異動)の規定に
基づく臨時報告書

 
平成27年４月１日
関東財務局長に提出　

 

 

③【訂正報告書】

該当事項はありません。

 

（２）【上記書類を縦覧に供している場所】

金融商品取引法の規定による備置場所はありません。

 

３【継続開示会社に該当しない保証会社に関する事項】

該当事項はありません。

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

 

該当事項はありません。

 

第３【指数等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年５月15日

エルナー株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士   北   川   卓   哉   印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
公認会計士   森   田   高   弘   印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているエルナー株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年１月１日から平成

27年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年３月31日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、エルナー株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期
報告書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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